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の記録によるとフランスの 114 年が最長、福祉先進国といわれてきたスウェーデンが 85 年、
その他欧米の先進国英国やドイツでも 46～47 年と約半世紀かかって高齢社会となっているな
かで、日本は 24年と世界で最も短期間で高齢社会となりました。ベトナムは現在高齢化率 9％1 の
高齢化社会に達しているとのことですが、14％になるまでの倍化年数は 18 年と予測されてお
り、他のアジア諸国同様今後これまでの日本を上回る急速な高齢化が見込まれています。 












                                                          
1 高齢化率については、その算定基準年齢が日本および欧米各国は65歳以上の高齢者であるのに対して、
ベトナムでは 60 歳以上で算出している場合と世界基準に合わせて 65 歳以上とする場合があり、その使用
については混在しているようである。このシンポジウムにおけるベトナム側の報告では、「高齢化率 9％」
が用いられていたため、ここでも「9％」を採用した。しかし、世界基準にあわせると 2021 年に 7％、2039
年に 14％に達すると予測されている。 






2013 年 2 月 1 日現在2、日本の総人口は 1 億 2741.2 万人となっており、これは前年度
同月に比べて減少しており、このところ日本の人口は減少傾向にあります。年齢 3 区分別
にみると 0 歳～14 歳人口の年少人口は 1650.5 万人で全人口の 13.0%、15 歳～64 歳人口
である生産年齢人口は 7973.5 万人で 62.6%となっており、共に減少しつづけています。








                                                          
2 総人口などの数字は、シンポジウムでの発表で用いた当時の統計資料をそのまま使用している。 
－ 61 － 
(2) 高齢化の現状 
① 65 歳以上高齢者人口（図１） 
65 歳以上の高齢者人口は、3117.2 万人で高齢化率 24.5%となっており、人口の 4 人
に一人が高齢者という社会になっています。また、このうち 75 歳以上の後期高齢者に
ついては約半数の 12.1%を占め、この年齢層は今後も増加傾向にあります。性別でみる







います。厚生労働省研究班によると、2012 年時点で 65 歳以上の高齢者のうち認知症の
人は推計 15%、約 462 万人にのぼることが調査で分かったということであります。さら
に認知症になる可能性がある予備軍である軽度認知障害の高齢者も約400万人いると推













平均寿命がのびています。男性 79.64 歳、女性 86.39 歳となっており、女性の平均寿命
は世界一であります。 
 



































① 高齢者のいる世帯は、全体の 4 割。 






③ 「単独世帯（一人暮らし）の割合」については、男性は 20 歳～24 歳という年代が最
も多く、女性は 80 歳～84 歳の一人暮らしの割合が一番多くなっています。そして、 
④ 「社会施設の入所者」増加、一人暮らしの高齢者が増加していますが、老人ホーム等
の社会施設の入所者が増加しています。以前に多かった「病院等の入院者」は減少して
おり、老人ホームなどの社会施設の入所者は、2005 年の 1.5 倍にまで増加し、高齢者の
居場所が変化してきていることがわかります。 
 
                                                          
3 報告は、『平成 24 年版 高齢者白書』（内閣府）、「日本の世帯数将来推計（全国）（都道府県）」「日本の
地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3 月）」（国立社会保障・人口問題研究所）などを参考にまとめた
ものである。 
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図３ 65 歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯構造別） 
と全世帯に占める 65 歳以上の者がいる世帯の割合 
 
 
図４ 65 歳以上世帯員のいる世帯構成別割合の推移 
 
 






① 暮らし向きに「心配ない」という高齢者は 7 割となっており、「多少心配」約 22%、
「非常に心配」6.6%です。80 歳以上では「まったく心配ない」が 28%以上、「それほど
心配ない」と併せると「心配ない」の割合が約８割と高くなっています。 
② 世帯人員一人当たりの年間所得は、高齢者世帯（197.9 万円）、全世帯（207.3 万円）
とそれほど大きな差はありません。しかし、一世帯当たりの年間平均所得は 307.9 万円
と全世帯の 549.6 万円に比べると 6 割弱とかなり少なくなっています。その内訳ですが、 
③ 高齢者世帯の約 7 割において、公的年金・恩給の総所得に占める割合が 80%以上と公
的年金や恩給に頼り、所得の中心になっていることがわかります。これは、公的年金が
整備され、国民の間に浸透してきているということがうかがえます（図７）。 


































ると 2012 年推計によると認知症は 65 歳以上の 15%、軽度認知症という予備軍も含め
ると 65 歳以上の約 1／4 が認知症やその可能性があるとされ、その人々は約 6 割が在宅
で暮らしており、そのうち一人暮らしが 16%いると推計されています。 
次に、高齢者の介護についてです。 
⑤ 要介護者等の数は年々増加、特に 75 歳以上で割合高い。介護保険制度では、介護サー






































② 労働力人口に占める 65 歳以上の比率は年々上昇し 9.3%（2012 年）となり、その割





参加している人は約 6 割となっており、10 年前と比べると大幅に増加しています。具体的
には「健康・スポーツ」が一番多く、次いで「地域行事」「趣味」となっていますが、「地



















被害者の 8 割が 60 歳以上となっています。高齢者による犯罪としては、窃盗犯が約 7
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・『平成 24 年版 高齢者白書』（内閣府） 
・「日本の世帯数将来推計（全国）（都道府県）」「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）
年 3 月）」（国立社会保障・人口問題研究所） 
